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　A からの侵害行為を避けるために防衛者 B が第三者 C に対して損害を被
らせるという民法上の正当防衛によって生じる第三者の被害を賠償すべき者





































































不法行為に関するイタリア民法 20（（ 条（損害の評価）1 項は、「被害者に支
払われる賠償は、第 1223 条、第 122（ 条および第 1227 条の諸規定に従って


























為は、もしそうでなければ、生じえなかった（ここでもう一度 causa causae 













による防衛者の責任は維持されることとなる。破毀院連合部 19（3 年 2 月 21
日判決 17 はこの立場を採用している。支配的な学説もこの立場である 1（。
　判例の傾向の概要を示すものとして、破毀院民事部 1972 年 （ 月 21 日判
決 19 があげられている 20。その要旨は次のようなものである。



























に、この防衛者には原因行為者である侵害者に対する民法 20（（ 条 2 項の意
味における求償権（補償の名目で支払われた金額をもう一度手にするための）
が属するとするものがあり 2（、破毀院連合部 19（2 年 （ 月 20 日判決 2（ もこれ
を肯定した。なお、民法 20（（ 条は、次のような規定である。













































えを行使することができる（破毀院民事部 1972 年 （ 月 21 日判決）。また、
被害者が防衛者に対する補償の訴えを先に選択して行使した場合に、完全な
回復を目指して、補償によって得られなかった差額について侵害者を訴える
ことができる（破毀院連合部 197（ 年 9 月 （ 日判決）。
　ここで防衛者が被害者に対してした補償の全額を侵害者に対して請求しよ
うとする場合、その法的構成はどのようなものとなるか。この請求を連帯責































が無いかぎりは、実際問題としては、Q は P のみを相手に責任追及をする
であろうと思われる 3（。」
　なお、幾代博士は P の不法行為責任につき、現行法の解釈であるが、そ
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